
 

 

 
 
 
 
 

発電用原子炉施設故障等報告書 
                    平成２７年 ６月 ５日          東京電力株式会社 

件 名 福島第一原子力発電所 

Ｇ４南エリアＡ５－Ａ６タンク連結弁の不具合について 

事象発生の日時 平成２６年９月１７日１７時４０分 

（福島第一規則第１８条第３号に該当すると判断した日時） 

事象発生の場所 福島第一原子力発電所 

事象発生の発電

用原子炉施設名 
汚染水処理設備等 貯留設備（タンク等）中低濃度タンク 各設備附属配管等 

連結弁（完成品） 

事 象 の 状 況 

 
１．事象発生時の状況 

平成２６年９月４日１２時０４分、福島第一原子力発電所構内（以下、「発電所構

内」という。）のＧ４南エリアにおいて、モバイル型ストロンチウム除去装置の運転

準備として、Ａ４タンクとＡ５タンク間の連結弁を「開」にし、Ａ４タンクに貯留し

ていた淡水化装置で濃縮した汚染水（以下、「ＲＯ濃縮水」という。）をＡ５タンク

へ移送していた当社社員が、Ａ５タンクとＡ６タンク間に設置されている連結弁（V-
202-G4-A-9）（以下、「当該弁」という。）の弁箱から、１秒に１滴程度で水が滴

下していることを確認した。 
  このため、Ａ４タンクからＡ５タンクへの移送を停止するとともに、保温材を取り

外して当該弁の状況を確認したところ、弁箱に１０ｃｍ程度のひび割れらしきものが

あること、その周辺およびフランジ部から水が滲んでいることを確認したことから漏

えいと判断し、漏えい箇所をビニール袋により養生した。 
  Ａ５タンクの水位を確認したところ、タンク底部より約１，３２０mm（水位計表

示１０．７％）であり、当該弁のひび割れらしき箇所の高さ（タンク底部より約５０

０ｍｍ）より上の水位であった。 
  Ａ５タンクの水位を下げるため、同日１４時４３分から仮設ポンプを使用してＡ５

タンクからＡ４タンクへの移送を行うとともに、当該弁のひび割れらしき箇所および

フランジ部に接着剤を塗布し、同日１８時０３分に当該弁からの漏えいが停止したこ

とを確認した。 
当該弁から滴下した水は、Ｇ４南エリア周辺に設置された堰（以下、「当該堰」と

いう。）内に留まっており、堰外への流出は確認されなかった。なお、当該堰内には

すでに雨水が３ｃｍ程度（９月４日１０時現在）溜まっていたことから、漏えいした

範囲は確認できなかった。 
  このため、Ａ４タンクからＡ５タンクへのＲＯ濃縮水移送を開始した直後の９月４

日１１時００分頃（Ａ５タンク水位が当該弁のひび割れらしきものの高さまで到達し

たと考えられる時刻が明確にわからないため、この時刻を始点に保守的に評価）から

漏えい箇所のビニール袋による養生が完了した同日１２時１５分頃までの時間、およ

び滴下した量（１秒に１滴程度）から、漏えい量を約１リットルと推定した。 
当該弁から漏えいした水を採取して放射能分析を行った結果、Cs-134 が約 2.5×

103Bq/L、Cs-137 が約 7.3×103Bq/L、Sb-125 が約 1.7×104Bq/L、全ベータが約 9.8
×107Bq/L であった。 

  また、漏えいした水の放射能量は、全ガンマで約 2.7×104Bq、全ベータで約 9.8×
107Bq と評価した。 
その後、９月１３日に当該弁を取り外して新品の同型弁へ取替を行い、９月１７日

に取り外した当該弁内部の目視確認を行ったところ、ひび割れは弁箱表面から内面ま

で貫通していることを確認した。 

 



 

 

 

事 象 の 状 況 

 

本事象については、当該弁のひび割れが弁箱内面まで貫通していることから、福島

第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画（以下、「実施計画」という。）で

定める汚染水処理設備等に要求される機能（汚染水処理設備等は漏えいを防止できる

こと）を有していないと判断し、同日１７時４０分、福島第一規則第１８条第３号

「発電用原子炉設置者が、発電用原子炉施設のうち実施計画に定められたものの点検

を行った場合において、発電用原子炉施設の安全を確保するために必要な機能を有し

ていないと認められたとき。」に該当すると判断した。 

 

２．応急対策 

当該弁からの漏えいを停止させるため、９月４日１４時４３分から仮設ポンプを使

用して、Ａ５タンクからＡ４タンクへ移送を行い、Ａ５タンクの水位を低下させる操

作を開始した。 

  また、９月４日１７時５０分に一旦移送を停止して、移送ポンプを大容量のものに

取り替えた後、９月５日１４時１６分から移送を再開した。 

  その後、９月５日１７時００分頃、Ａ５タンク水位が当該弁の位置より低い水位と

なったことを確認し、同日１８時１０分に移送を停止した。 

  また、仮設ポンプでの移送と並行して、当該弁のひび割れらしき箇所およびフラン

ジ部に接着剤を塗布し、９月４日１８時０３分に漏えいが停止したことを確認した。 

  当該堰内に溜まった水については、９月４日から９月６日にかけて、吸引車を使用

して断続的に回収するとともに、当該堰内床面の洗浄を行った。 

 

３．環境への影響 

漏えいした水は当該堰内に留まっており、堰外への流出は確認されなかったこと、

当該堰内に溜まっていた水は回収し、堰内床面の洗浄を行ったことから、放射能によ

る環境への影響はないものと判断した。 

 

４．当該弁の履歴および同型弁の漏えい有無確認結果 

当該弁にひび割れらしきものが確認されたことから、当該弁の履歴および同型弁の

漏えい有無の確認を行った。 

 

（１）当該弁の設置状況および使用履歴調査 

ａ．平成２５年８月上旬に当該弁（新品）を設置した。 

ｂ．平成２５年１１月１２日にＡ５タンクの水張り試験（ろ過水を使用）、同年１１

月１３日に当該弁を含む連結配管部の水張り試験を行い、当該弁に漏えい等の異

常がないことを確認した。水張り試験時、当該弁は「開」の状態であった。 

ｃ．当該弁を含む連結配管部の水張り試験完了後、Ａ６タンク周りの水張り試験のた

めＡ５タンクの水張り試験に使用したろ過水を、Ａ６タンクに移送した。な

お、ろ過水の移送は、当該弁およびＡ６タンク側の連結弁を「開」にして、水

頭圧によりＡ６タンクへ送り、その後は、当該弁を「閉」にして仮設ポンプで

移送した。 

ｄ．Ａ６タンク周りについても、ろ過水を使用した水張り試験を行い、その後、Ａ６

タンク、およびＡ５タンクとＡ６タンク間の連結配管の水抜きを行った。水抜

きはＡ６タンク側の連結弁を「開」状態で実施した。その際も、当該弁は

「閉」の状態であった。 

ｅ．Ａ５タンクからＡ６タンクへろ過水の移送が完了した以降、本事象が発生するま

での間、当該弁の操作を行った記録はなかった。 

ｆ．平成２５年１２月下旬（平成２５年１２月２４日から同年１２月２７日の間）

に、当該弁および連結配管に保温材を取り付けた。 

ｇ．平成２６年１月７日、Ａ５タンクについて、ＲＯ濃縮水を受け入れ可能な状態と

した。ただし、ＲＯ濃縮水は受け入れず、空の状態としていた。 



 

 

 

事 象 の 状 況 

 

（２）汚染水タンク周りで使用している同型弁の調査結果 

   汚染水タンク周りで使用している同型弁について、本事象と同様なひび割れが発

生していないか調査を行った結果は、以下の通りであった。 

ａ．汚染水タンクの堰外に設置されているＲＯ濃縮水ラインの同型弁（１９台）につ

いて、平成２６年９月２６日から９月３０日にかけて、保温材を取り外して外観

点検を実施し、異常はなかった。 

ｂ．同型弁を採用している汚染水タンク堰内連結弁（以下、「汚染水タンク堰内同型

弁」という。）（９４１台）について、平成２６年９月２６日から同年１１月

１３日にかけて、保温材を取り外して外観点検を実施し、異常はなかった。 

事 象 の 原 因 

 

５．原因調査結果 

５－１．当該弁の仕様・構造および破損の状況 

  当該弁の仕様・構造および破損の状況について調査を行った。 

 

（１）当該弁の仕様および構造調査 

 ａ．当該弁は、日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）ねずみ鋳鉄弁（呼び圧力１０

Ｋのフランジ形外ねじ仕切り弁）であり、一般的な設備においても広く使用さ

れる製品（汎用品）であった。 

 ｂ．当該弁の最高許容圧力（１２０℃以下の脈動水の場合）は、０．９８ＭＰａ、ま

た、当該弁の弁箱水圧試験圧力は、２．０６ＭＰａであった。 

 ｃ．当該弁が接続される配管の内径は、２００ｍｍであった。 

 ｄ．当該弁の構造は、弁箱内に「密封室」と呼ばれる空間が存在し、弁箱内に流体が

内包された状態で、弁を「開」から「閉」にすると、その空間に流体が滞留する

構造となっていた。 

 

（２）当該弁の外観確認結果 

  平成２６年９月４日に撮影した写真から、当該弁の外観確認を行ったところ、ひび

割れらしきものは、当該のひび割れらしきものだけでなく、弁蓋フランジ部のボルト

穴２箇所についても、ひび模様が確認された。 

それ以外には、据え付け時についたと推定される小さな傷は確認されたものの、当

該弁の破損に至るような大きな傷や打痕等は認められなかった。 

 

（３）当該弁の分解点検結果 

平成２６年９月１７日、当該弁の弁箱を切り出して調査（表面観察）したところ、

当該のひび割れらしきものは、弁箱表面から内面まで貫通していることを確認した。

内面まで貫通したき裂（以下、「貫通き裂」という。）は、弁蓋フランジ部から、弁

箱の方向に長さ約１０ｃｍにわたっていた。 

また、貫通き裂発生に至るような腐食は認められなかった。 

 

（４）破面観察結果 

平成２６年９月２５日、貫通き裂部を分割してマクロ破面観察を行ったところ、以

下のことが確認された。 

しかしながら、破損原因の特定に繋がる情報は得られなかった。 

なお、鋳鋼品の場合、破損のメカニズムによらず、同様な破面様相を呈することが

知られており、電子顕微鏡等を用いた詳細観察を実施しても、新たな知見を得られる

可能性は低いと判断した。  

  

ａ．き裂は弁箱の板厚を貫通しており、き裂の長さは最深部で弁蓋フランジ面より約

１２ｃｍであった。 

ｂ．引け巣等の顕著な鋳造欠陥は確認されなかった。 



 

 

 

事 象 の 原 因 

 

ｃ．破面の大部分は腐食生成物で覆われていた。一部の破面は、著しい腐食により破

損のメカニズムを示唆するような破面様相の観察が困難となっていた。 

ｄ．破面は巨視的には平坦であり、分岐等は確認されなかった。 

ｅ．破面には、破壊の起点や進行方向等を示唆する筋模様や段差等は確認されなかっ

た。 

 ｆ．破面上で一部腐食が生じていなかった部位については、破面観察のために強制的

に破断させた部分（以下、「強制破断部」という。）と同様な破面様相が確認さ

れた。 

ｇ．腐食の程度が他と比較して顕著でない部分について、酸洗後、破面観察したとこ

ろ、強制破断部と破面様相が類似していた。 

 

（５）貫通き裂部以外のひび割れ部調査結果 

「５－１．（４）破面観察結果」において、破損原因の特定に繋がる情報は得られ

なかったことから、更なる調査として、平成２６年１０月２日、当該の貫通き裂部箇

所以外のひび模様（弁蓋フランジ部のボルト穴２箇所）について調査を行ったとこ

ろ、ボルト穴外側部のみにひび割れが確認された。そのひび割れは、弁箱の内面側に

はなかった。 

しかしながら、本調査においても、破損原因の特定に繋がる情報は得られなかっ

た。 

 

５－２．貫通き裂発生の要因分析 

  これまでの調査結果をもとに、要因分析表により貫通き裂が発生した要因について

調査した。 

 

（１）弁選定ミス 

当該弁の最高許容圧力は０．９８ＭＰａ、弁箱水圧試験圧力は２．０６ＭＰａであ

るのに対して、Ａ５タンクを満水にした場合の水頭圧は約０．１ＭＰａであることか

ら、当該弁を選定するにあたり、弁仕様は適切であった。 

 

（２）弁製造・組立時の欠陥 

 ａ．弁蓋フランジの過度な締め付け 

弁蓋フランジの締め付け方法については、弁メーカーの製造工場において空気イ

ンパクトレンチで規定のトルクで締め付けており、フランジ面に対して過大な外力

は加わっていない。 

   なお、弁箱の貫通き裂は、弁蓋フランジ部から弁箱の方向（縦方向）に入ってい

ることから、貫通き裂を引き起こした力は、弁箱を横に引き裂く方向に加わってい

ることが分かる。また、フランジの締め付け方向に過大な力が加わったのであれ

ば、横方向にひびが入ると考えられることから、フランジの過度な締め付けの可能

性はないと考えられる。 

 

 ｂ．弁製造過程における欠陥 

 （ａ）当該弁は、日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）に基づく試験・検査※１を経

て出荷された製品であった。 

 （ｂ）日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）に基づく試験・検査は、製造ロット毎に

抜き取り形式で行われており、抜き取り対象となった弁については、その試

験および検査に合格していた。なお、当該弁がその試験および検査対象であ

ったかは分からなかった。 

（ｃ）弁メーカーに製造欠陥が発生する割合について問い合わせを行ったところ、当

該弁のような鋳鉄製の弁において、貫通き裂が発生するような製造欠陥の情

報はなかった。 

 



 

 

 

事 象 の 原 因 

 

（ｄ）当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）か

ら、当該弁に貫通き裂が発生していた箇所にひび割れらしき痕はないことか

ら、弁製造過程における欠陥の可能性は考えられない。 
 

※１ 材料試験、外観検査、寸法検査、作動試験、圧力試験を行っている。 

 

ｃ．巣の存在（鋳造欠陥） 

破面観察結果から、引け巣等の顕著な鋳造欠陥は確認されなかった。 

 

（３）現地据え付け時における破損 

ａ．当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）か                                   

ら、当該弁に貫通き裂が発生していた箇所にひび割れらしき痕はないこと、また、

当該弁周りに漏水がなかったことが確認されたため、現地据え付け時において貫通

き裂が発生していた可能性は考えられない。 

ｂ．当該弁の弁蓋フランジ部ボルト穴の外側に確認された２箇所のひび割れにつ                                

いては、当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮

影）からは確認できなかった。 

 

（４）腐食 

 ａ．腐食減肉 

   当該弁の貫通き裂破面は、貫通き裂発生後に生じたと考えられる腐食生成物で覆

われていたものの、貫通き裂発生の原因となるような腐食減肉は認められなかっ

た。 

 

（５）過大応力 

ａ．弁据え付け時の偏芯応力 

   Ａ５タンクとＡ６タンク間の連結配管は、可とう管（フレキシブルチューブ）を

使用しており、当該弁に過大な偏芯応力は加わらない。 

 

ｂ．運転・操作ミスによる過加圧 

当該弁は、平成２５年８月上旬に設置され、同年１１月１２日にＡ５タンクの

水張り試験、同年１１月１３日に当該弁を含む連結配管部の水張り試験を実施し

ているが、当該弁に加わった圧力は、タンクの水頭圧（水張り試験時におけるタ

ンク平均水位は約１０ｍ）のみであり、運転・操作ミスによって当該弁の最高許

容圧力（０．９８ＭＰａ）を超えるような圧力が加わることは考えられない。 

 

ｃ．凍結による体積膨張 

（ａ）破面観察結果からは、破損のメカニズムの特定に繋がる情報は得られなかっ

た。しかしながら、鋳造欠陥が見られないことや、割れの位置、方向、弁の

運用状況等を考慮すると、当該弁設置後に弁箱内部に過度な圧力が作用した

ことに起因する割れである可能性が高いと推定された。また、内圧の作用源

としては、弁箱内残留水の凍結による体積膨張の可能性が高いと推定され

た。 

（ｂ）弁メーカーに過去の類似事象について問い合わせを行ったところ、弁箱内の密

封室に溜まった流体が凍結により体積膨張し、その影響によって弁箱内部に

過大な応力が加わったことで、ひび割れが発生した事象が確認された。 

（ｃ）弁メーカーにおいて、当該弁と同型の弁を使用し、密封室内に空気が残らない

ように水を満たした後、弁を全閉として、雰囲気温度を－１０℃とした環境に

放置して再現試験を行ったところ、再現試験開始から約６時間２０分後に、弁

箱表面温度が約－５℃に到達した時点で、本事象において確認された貫通き裂

の模様と酷似した割れが確認された。 

 



 

 

 

事 象 の 原 因 

 

ｄ．外的衝撃による破損 

（ａ）当該弁の外観確認を行ったところ、据え付け時についたと推定される小さな傷

は確認されたものの、き裂発生に至るような打痕等は認められなかった。 

 

６．凍結による弁破損の可能性について 

  原因調査結果から、弁箱内残留水の凍結による体積膨張の可能性が高いと推定され

たこと、また、弁メーカーから類似事象に関する情報および再現試験の結果から、凍

結により本事象と同様な貫通き裂が発生した経緯が確認されたことから、当該弁が置

かれた状況において、どのように弁箱内の密封室に水が流入し、密封された状態で滞

留したのか、また、弁体および連結配管に保温材が取り付けられていたにもかかわら

ず、当該弁のみ凍結が発生したのか、運用面を考慮して弁破損の可能性を検討した。 

 

（１）弁箱内密封室への水の流入と滞留について 

当該弁は「４．（１）当該弁の設置状況および使用履歴調査」で記載の通り、Ａ

５、Ａ６タンクの水張り試験を実施した以降、当該弁を「閉」とし、連結配管内を水

抜きした状態となっていた。このような手順で水張り、水抜きを実施すると、ほぼ満

水であったＡ５タンクの水頭圧がかかった状態で、Ａ５タンクからＡ６タンクに水を

移送した際に発生する水の流れにより、弁箱内密封室にろ過水が流入し満水となり、

弁を「閉」にした後、水が密封された状態で残留する可能性があることが分かった。 

 

（２）同型弁の保管・運用状態について 

ａ．同型弁の保管・運用状態を確認したところ、当該弁以外に、弁箱内密封室が満水

になった状態で、連結配管の水抜きが行われている弁はなかった。 

なお、平成２５年８月１９日に福島第一原子力発電所汚染水貯留設備ＲＯ濃縮水

貯槽からの漏えい事象（以下、「Ｈ４北エリアタンクからの漏えい事象」とい

う。）が発生している。 

本事象発生当時、フランジ型タンクと溶接型タンクの建設を並行して進めてお

り、フランジ型タンクにはＲＯ濃縮水を、溶接型タンクには多核種除去設備で処

理した水を貯蔵する運用としていた。 

Ｈ４北エリアタンクからの漏えい事象の発生を受け、放射能濃度の高いＲＯ濃縮

水は、漏えいリスクの低い溶接型タンクに可能な限り貯蔵し、多核種除去設備で処

理した水をフランジ型タンクに貯蔵する運用に変更した。当該弁を設置していたＧ

４南エリアの各タンク（フランジ型タンク）は、この運用変更の前後で順次受け入

れ可能な状態となっており、隣接のＡ４タンクまではＲＯ濃縮水を貯蔵していた

が、Ａ５、Ａ６タンクはこの運用変更後に受け入れ可能な状態となったため、使用

せずにいた。 

このため、当該弁は、他の同型弁とは異なる保管・運用状態となっていた。 

現在のタンク運用については、基本的に全てのタンクを順次使用しているため、

Ａ５、Ａ６タンクのように数ヶ月間も空の状態にしておくことはない。 

ｂ．同型弁が設置されている汚染水タンクエリアについて調査したところ、発電所構

内の複数のエリアに設置されていることが確認された。また、その汚染水タンクの

設置が開始された時期（同型弁が設置された時期）を調査したところ、平成２３年

３月以降であることが確認された。このことから、同型弁は、設置以降に最大で３

回冬を越していることが分かった。なお、当該弁以外に、本事象のような貫通き裂

が発生した弁はなかった。 

 

 



 

 

 

事 象 の 原 因 

 

（３）当該弁水張り以降の外気温について 

ａ．当該弁の水張り以降、当該弁に保温材を取り付けるまでの期間（１１月１２日か

ら１２月２７日）で凍結した可能性を検討するため、この期間の発電所構内におけ

る外気温※２を調査した結果、氷点下となった日はあったものの、１時間（平均）

毎の観測記録から氷点下が継続していたのは、１２月２６日の３時間（２時頃から

４時頃）のみであった。その時の外気温は－０．６℃から－０．８℃であったこと

から、保温材を取り付ける前に当該弁の密封室に残留したろ過水が凍結した可能性

は低いと推定した。 
 

※２ 観測地点：免震重要棟西側 

 

ｂ．当該弁に保温材を取り付けた以降の発電所構内における外気温を調査（期間：平

成２５年１２月２８日から平成２６年３月３１日）したところ、１日の最低気温※

３が氷点下となった日が、６１日あることを確認した。この６１日のうち、－５℃

以下を観測した日は、４日あることを確認した。このうち、２月５日２２時頃から

２月６日５時頃にかけては、１時間（平均）毎の外気温がほぼ－５℃以下を推移し

ており、さらに、２月５日２３時頃と２月６日１時頃にかけては、－６．６℃（調

査期間における最低気温）を観測していた。このことから、弁箱内の密封室の残留

水が、外気温と同様の温度となれば、発電所構内の環境で凍結する可能性があるこ

とが分かった。 
 

※３ 毎分単位で観測される１日の最低温度 

 

（４）保温材を取り付けていたにもかかわらず凍結した可能性について 

保温材を取り付けていたにもかかわらず、当該弁のみ凍結した可能性がある状況か

ら、他の同型弁との相違点を検討したところ、当該弁は、水張り試験後、当該弁に接

続している連結配管の水抜きが行われていた。また、当該弁は、Ａ５タンクの直近に

取り付けられており、外気に開放されているような状態となっていたことから、密封

室の残留水が、弁箱内部から冷却された可能性があることが分かった。 

 

  以上のことから、当該弁は、特殊な運用条件のために密封室にろ過水が満水となっ

た状態で残留し、その水が、水抜きされた配管を通じて弁箱内部から冷却されたこと

により凍結し、当該弁が破損した可能性が高いと推定した。 

 

７．貫通き裂の発生メカニズム 

これまでの原因調査結果から、貫通き裂は以下のメカニズムで発生したものと推定

した。 

 

（１）当該弁の構造は、弁箱内に「密封室」と呼ばれる空間が存在し、弁箱内に流体が

内包された状態で弁体を「開」から「閉」にすると、密封室に流体が残留する構

造となっていた。 

（２）当該弁を含む連結配管部の水張り試験後、Ａ５タンクに貯留したろ過水をＡ６タ

ンクに移送するため、当該弁およびＡ６タンク側の連結弁を「開」にした際、ほ

ぼ満水であったＡ５タンクの水頭圧がかかった状態で発生する水の流れにより、

当該弁の密封室にろ過水が流入し満水となった。その後、当該弁を「閉」にした

ことにより、密封室に水が密封された状態で残留した。 

（３）Ａ６タンク周りの水張り試験後、Ａ６タンク、およびＡ５タンクとＡ６タンク間

の連結配管の水抜きを行ったことから、当該弁の密封室は、Ａ５タンク内の外気

と弁箱内部で接触する状態となった。 

 



 

 

 

事 象 の 原 因 

 

（４）平成２５年１２月下旬以降は、当該弁および連結配管に保温材を取り付けていた

が、平成２６年３月下旬にかけて、発電所構内における外気温が氷点下となっ

た日が６１日あり、特に２月５日２２時頃から２月６日５時頃にかけては、外

気温がほぼ－５℃以下を推移していた。 

（５）凍結防止対策として、当該弁および連結配管には保温材を取り付けていたもの

の、当該弁が接続されている連結配管は水抜きが行われており、当該弁内部（Ａ

５タンク側）は、Ａ５タンク内に開放されていたため、当該弁内部から密封室が

冷却され、密封室に残留したろ過水が凍結した。 

（６）凍結した水が体積膨張し、その影響によって弁箱内部の密封室に過大な応力が加

わったことにより、弁箱に貫通き裂が発生した。また、弁箱の弁蓋フランジ部が

外側に膨張したため、ボルト穴２箇所で、穴の外側にひび割れが発生した。 

 

８．推定原因 

これまでの調査結果から、本事象が発生した原因は、以下の通りであると推定し

た。 

 

（１）Ａ６タンク周りの水張り試験後、連結配管内の水抜きをした際に、当該弁の密封

室にろ過水が満水となった状態で残留した。また、当該弁に接続している連結配

管の水抜きが行われ、弁がＡ５タンクの直近に取り付けられていたことから、外

気に開放されているような状態となっていた。 

（２）上記の状態で、外気温が低温（特に２月５日２２時頃から２月６日５時頃にかけ

ては、外気温がほぼ－５℃以下を推移）となった時間が継続したことにより、保

温材が取り付けられていたにもかかわらず、当該弁内部から密封室が冷却され、

密封室内に残留したろ過水が凍結し、体積膨脹により貫通き裂が発生したものと

推定した。 

 

保護装置の種類 
及び動作状況 

な し 

放射能の影響 
漏えいした水は当該堰内に留まっており、堰外への流出は確認されなかったこと、当

該堰内に溜まっていた水は回収し、堰内床面の洗浄を行ったことから、放射能による環

境への影響はないものと判断した。 

被 害 者 な し 

他に及ぼした 
障 害 

な し 

復 旧 の 日 時 未 定 

再発防止対策 

 

９．対策 

（１）貫通き裂が発生した当該弁の交換 

   貫通き裂が発生した当該弁について、平成２６年９月１３日に新品の同型弁への

交換を行った。 

 

（２）密封室に残留する水の凍結防止処置 

   汚染水タンクおよび連結配管の水張り試験を行った後、連結配管の水抜きを行う

場合は、弁を「開」状態にして密封室の水抜きを行うことを、試験・施工要領書に

追記することを周知した。（平成２７年４月１７日 関係部門に周知※４） 

 
※４ 周知が必要な部門を再整理し、平成２７年５月１５日に追加で周知を行った。 

 



 

 

 

再発防止対策 

 

また、弁の構造上、密封室が存在するその他の弁についても対策されるよう、廃

止措置基本マニュアルおよび保守管理基本マニュアルの下位文書である「凍結防止

対策運用ガイド」（以下、「ガイド」という。）に、本事象の概要を反映した。今

後はガイドにより、毎年、水（ろ過水・汚染水等）を保有する設備、および過去に

保有していた設備を対象に、凍結防止対策実施フローに従って対策が必要な設備を

選定し、残水除去操作を実施することとした。（平成２７年４月１日 ガイド改訂

完了） 
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はじめに 

 

 

平成２６年９月４日、福島第一原子力発電所構内のＧ４南エリアにおいて、Ａ５タ

ンクとＡ６タンク間に設置されている連結弁（V-202-G4-A-9）の弁箱から、１秒

に１滴程度で水が滴下していることを確認した。 

このため、保温材を取り外して当該連結弁の状況を確認したところ、弁箱に１０ｃ

ｍ程度のひび割れらしきものがあること、その周辺およびフランジ部から水が滲んで

いることを確認したことから、漏えい拡大防止のための応急対策を行い、当該連結弁

からの漏えいが停止したことを確認した。 

その後、９月１３日に当該連結弁を取り外して新品の同型弁へ取替を行い、９月１

７日に取り外した当該連結弁内部の目視確認を行ったところ、ひび割れは弁箱表面か

ら内面まで貫通していることを確認したことから、本事象については、福島第一規則

第１８条の規定に基づく事故報告に該当すると判断した。 

 

これらの内容等については、運総発官２６第３９１号（平成２６年９月２６日付け）

にて原子力規制委員会へ報告を行っている。 

その後、当該連結弁の不具合に関する調査等を行い、原因が分析できたこと、それ

らに対する対策の立案ができたことから、これらの内容等について運総発官２７第５

７号（平成２７年４月２８日付け）にて原子力規制委員会に報告を行っている。 

 

今回の報告書は、平成２７年４月２８日の報告後に実施した原子力規制庁への報告

内容の説明を踏まえて、対策等について修正を行い、補正として報告するものである。 



 

目 次 

 
 

１．件 名 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

２．事象発生の日時 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

３．事象発生の発電用原子炉施設 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

４．事象発生時の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

５．応急対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

６．環境への影響 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 

７．当該弁の履歴および同型弁の漏えい有無確認結果 ・・・・・・・・・・  ２ 

８．原因調査結果 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

８－１．当該弁の仕様・構造および破損の状況 ・・・・・・・・・・・・  ３ 

８－２．貫通き裂発生の要因分析 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

９．凍結による弁破損の可能性について ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 

１０．貫通き裂の発生メカニズム ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 

１１．推定原因・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

１２．対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

１３．添付資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

 



 

1 

１．件 名 

  福島第一原子力発電所 

  Ｇ４南エリアＡ５－Ａ６タンク連結弁の不具合について 

 

２．事象発生の日時 

  平成２６年９月１７日１７時４０分 

  （福島第一規則第１８条第３号に該当すると判断した日時） 

 

３．事象発生の発電用原子炉施設 

  汚染水処理設備等 貯留設備（タンク等）中低濃度タンク 各設備附属配管等 

  連結弁（完成品） 

 

４．事象発生時の状況 
  平成２６年９月４日１２時０４分、福島第一原子力発電所構内（以下、「発電所

構内」という。）のＧ４南エリアにおいて、モバイル型ストロンチウム除去装置の

運転準備として、Ａ４タンクとＡ５タンク間の連結弁を「開」にし、Ａ４タンクに

貯留していた淡水化装置で濃縮した汚染水（以下、「ＲＯ濃縮水」という。）をＡ５

タンクへ移送していた当社社員が、Ａ５タンクとＡ６タンク間に設置されている連

結弁（V-202-G4-A-9）（以下、「当該弁」という。）の弁箱から、１秒に１滴程

度で水が滴下していることを確認した。 

  このため、Ａ４タンクからＡ５タンクへの移送を停止するとともに、保温材を取

り外して当該弁の状況を確認したところ、弁箱に１０ｃｍ程度のひび割れらしきも

のがあること、その周辺およびフランジ部から水が滲んでいることを確認したこと

から漏えいと判断し、漏えい箇所をビニール袋により養生した。 

  Ａ５タンクの水位を確認したところ、タンク底部より約１，３２０mm（水位計

表示１０．７％）であり、当該弁のひび割れらしき箇所の高さ（タンク底部より約

５００ｍｍ）より上の水位であった。 

  Ａ５タンクの水位を下げるため、同日１４時４３分から仮設ポンプを使用してＡ

５タンクからＡ４タンクへの移送を行うとともに、当該弁のひび割れらしき箇所お

よびフランジ部に接着剤を塗布し、同日１８時０３分に当該弁からの漏えいが停止

したことを確認した。 

  当該弁から滴下した水は、Ｇ４南エリア周辺に設置された堰（以下、「当該堰」

という。）内に留まっており、堰外への流出は確認されなかった。なお、当該堰内

にはすでに雨水が３ｃｍ程度（９月４日１０時現在）溜まっていたことから、漏え

いした範囲は確認できなかった。 

  このため、Ａ４タンクからＡ５タンクへのＲＯ濃縮水移送を開始した直後の９月

４日１１時００分頃（Ａ５タンク水位が当該弁のひび割れらしきものの高さまで到

達したと考えられる時刻が明確にわからないため、この時刻を始点に保守的に評

価）から漏えい箇所のビニール袋による養生が完了した同日１２時１５分頃までの

時間、および滴下した量（１秒に１滴程度）から、漏えい量を約１リットルと推定

した。 

  当該弁から漏えいした水を採取して放射能分析を行った結果、Cs-134 が約 2.5

×103Bq/L、Cs-137 が約 7.3×103Bq/L、Sb-125 が約 1.7×104Bq/L、全

ベータが約 9.8×107Bq/L であった。 
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  また、漏えいした水の放射能量は、全ガンマで約 2.7×104Bq、全ベータで約

9.8×107Bq と評価した。 

  その後、９月１３日に当該弁を取り外して新品の同型弁へ取替を行い、９月１７

日に取り外した当該弁内部の目視確認を行ったところ、ひび割れは弁箱表面から内

面まで貫通していることを確認した。 

   

本事象については、当該弁のひび割れが弁箱内面まで貫通していることから、福

島第一原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画（以下、「実施計画」という。）

で定める汚染水処理設備等に要求される機能（汚染水処理設備等は漏えいを防止で

きること）を有していないと判断し、同日１７時４０分、福島第一規則第１８条第

３号「発電用原子炉設置者が、発電用原子炉施設のうち実施計画に定められたもの

の点検を行った場合において、発電用原子炉施設の安全を確保するために必要な機

能を有していないと認められたとき。」に該当すると判断した。 

（添付資料－１、２、３、４） 

 

５．応急対策 

  当該弁からの漏えいを停止させるため、９月４日１４時４３分から仮設ポンプを

使用して、Ａ５タンクからＡ４タンクへ移送を行い、Ａ５タンクの水位を低下させ

る操作を開始した。 

  また、９月４日１７時５０分に一旦移送を停止して、移送ポンプを大容量のもの

に取り替えた後、９月５日１４時１６分から移送を再開した。 

  その後、９月５日１７時００分頃、Ａ５タンク水位が当該弁の位置より低い水位

となったことを確認し、同日１８時１０分に移送を停止した。 

  また、仮設ポンプでの移送と並行して、当該弁のひび割れらしき箇所およびフラ

ンジ部に接着剤を塗布し、９月４日１８時０３分に漏えいが停止したことを確認し

た。 

  当該堰内に溜まった水については、９月４日から９月６日にかけて、吸引車を使

用して断続的に回収するとともに、当該堰内床面の洗浄を行った。 

  

（添付資料－５） 

 

６．環境への影響 

  漏えいした水は当該堰内に留まっており、堰外への流出は確認されなかったこと、

当該堰内に溜まっていた水は回収し、堰内床面の洗浄を行ったことから、放射能に

よる環境への影響はないものと判断した。 

 

７．当該弁の履歴および同型弁の漏えい有無確認結果 

  当該弁にひび割れらしきものが確認されたことから、当該弁の履歴および同型弁

の漏えい有無の確認を行った。 

 

（１）当該弁の設置状況および使用履歴調査 

 ａ．平成２５年８月上旬に当該弁（新品）を設置した。 

 ｂ．平成２５年１１月１２日にＡ５タンクの水張り試験（ろ過水を使用）、同年１

１月１３日に当該弁を含む連結配管部の水張り試験を行い、当該弁に漏えい等
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の異常がないことを確認した。水張り試験時、当該弁は「開」の状態であった。 

ｃ．当該弁を含む連結配管部の水張り試験完了後、Ａ６タンク周りの水張り試験の

ためＡ５タンクの水張り試験に使用したろ過水を、Ａ６タンクに移送した。な

お、ろ過水の移送は、当該弁およびＡ６タンク側の連結弁を「開」にして、水

頭圧によりＡ６タンクへ送り、その後は、当該弁を「閉」にして仮設ポンプで

移送した。 

ｄ．Ａ６タンク周りについても、ろ過水を使用した水張り試験を行い、その後、Ａ

６タンク、およびＡ５タンクとＡ６タンク間の連結配管の水抜きを行った。水

抜きはＡ６タンク側の連結弁を「開」状態で実施した。その際も、当該弁は「閉」

の状態であった。 

ｅ．Ａ５タンクからＡ６タンクへろ過水の移送が完了した以降、本事象が発生する

までの間、当該弁の操作を行った記録はなかった。 

 ｆ．平成２５年１２月下旬（平成２５年１２月２４日から同年１２月２７日の間）

に、当該弁および連結配管に保温材を取り付けた。 

 ｇ．平成２６年１月７日、Ａ５タンクについて、ＲＯ濃縮水を受け入れ可能な状態

とした。ただし、ＲＯ濃縮水は受け入れず、空の状態としていた。 

（添付資料－６） 

 

（２）汚染水タンク周りで使用している同型弁の調査結果 

   汚染水タンク周りで使用している同型弁について、本事象と同様なひび割れ

が発生していないか調査を行った結果は、以下の通りであった。 

ａ．汚染水タンクの堰外に設置されているＲＯ濃縮水ラインの同型弁（１９台）に

ついて、平成２６年９月２６日から９月３０日にかけて、保温材を取り外して

外観点検を実施し、異常はなかった。 

ｂ．同型弁を採用している汚染水タンク堰内連結弁（以下、「汚染水タンク堰内同

型弁」という。）（９４１台）について、平成２６年９月２６日から同年１１月

１３日にかけて、保温材を取り外して外観点検を実施し、異常はなかった。 

 

８．原因調査結果 

 

８－１．当該弁の仕様・構造および破損の状況 

  当該弁の仕様・構造および破損の状況について調査を行った。 

 

（１）当該弁の仕様および構造調査 

 ａ．当該弁は、日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）ねずみ鋳鉄弁（呼び圧力１

０Ｋのフランジ形外ねじ仕切り弁）であり、一般的な設備においても広く使用

される製品（汎用品）であった。 

 ｂ．当該弁の最高許容圧力（１２０℃以下の脈動水の場合）は、０．９８ＭＰａ、

また、当該弁の弁箱水圧試験圧力は、２．０６ＭＰａであった。 

 ｃ．当該弁が接続される配管の内径は、２００ｍｍであった。 

 ｄ．当該弁の構造は、弁箱内に「密封室」と呼ばれる空間が存在し、弁箱内に流体

が内包された状態で、弁を「開」から「閉」にすると、その空間に流体が滞留

する構造となっていた。 

（添付資料－７） 
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（２）当該弁の外観確認結果 

  平成２６年９月４日に撮影した写真から、当該弁の外観確認を行ったところ、

ひび割れらしきものは、当該のひび割れらしきものだけでなく、弁蓋フランジ部

のボルト穴２箇所についても、ひび模様が確認された。 

それ以外には、据え付け時についたと推定される小さな傷は確認されたものの、

当該弁の破損に至るような大きな傷や打痕等は認められなかった。 

（添付資料－８） 

 

（３）当該弁の分解点検結果 

平成２６年９月１７日、当該弁の弁箱を切り出して調査（表面観察）したとこ

ろ、当該のひび割れらしきものは、弁箱表面から内面まで貫通していることを確

認した。内面まで貫通したき裂（以下、「貫通き裂」という。）は、弁蓋フランジ

部から、弁箱の方向に長さ約１０ｃｍにわたっていた。 

また、貫通き裂発生に至るような腐食は認められなかった。 

（添付資料－９） 

 

（４）破面観察結果 

   平成２６年９月２５日、貫通き裂部を分割してマクロ破面観察を行ったところ、 

以下のことが確認された。 

しかしながら、破損原因の特定に繋がる情報は得られなかった。 

なお、鋳鋼品の場合、破損のメカニズムによらず、同様な破面様相を呈するこ

とが知られており、電子顕微鏡等を用いた詳細観察を実施しても、新たな知見を

得られる可能性は低いと判断した。  

  

ａ．き裂は弁箱の板厚を貫通しており、き裂の長さは最深部で弁蓋フランジ面より

約１２ｃｍであった。 

ｂ．引け巣等の顕著な鋳造欠陥は確認されなかった。 

ｃ．破面の大部分は腐食生成物で覆われていた。一部の破面は、著しい腐食により

破損のメカニズムを示唆するような破面様相の観察が困難となっていた。 

ｄ．破面は巨視的には平坦であり、分岐等は確認されなかった。 

ｅ．破面には、破壊の起点や進行方向等を示唆する筋模様や段差等は確認されなか

った。 

 ｆ．破面上で一部腐食が生じていなかった部位については、破面観察のために強制

的に破断させた部分（以下、「強制破断部」という。）と同様な破面様相が確認

された。 

ｇ．腐食の程度が他と比較して顕著でない部分について、酸洗後、破面観察したと

ころ、強制破断部と破面様相が類似していた。 

（添付資料－１０） 

 

（５）貫通き裂部以外のひび割れ部調査結果 

「８－１．（４）破面観察結果」において、破損原因の特定に繋がる情報は得

られなかったことから、更なる調査として、平成２６年１０月２日、当該の貫通

き裂部箇所以外のひび模様（弁蓋フランジ部のボルト穴２箇所）について調査を
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行ったところ、ボルト穴外側部のみにひび割れが確認された。そのひび割れは、

弁箱の内面側にはなかった。 

しかしながら、本調査においても、破損原因の特定に繋がる情報は得られなか

った。 

（添付資料－９） 

 

８－２．貫通き裂発生の要因分析 

  これまでの調査結果をもとに、要因分析表により貫通き裂が発生した要因につい

て調査した。 

 

（１）弁選定ミス 
   当該弁の最高許容圧力は０．９８ＭＰａ、弁箱水圧試験圧力は２．０６ＭＰａ

であるのに対して、Ａ５タンクを満水にした場合の水頭圧は約０．１ＭＰａであ

ることから、当該弁を選定するにあたり、弁仕様は適切であった。 

（添付資料－７、１１） 

 

（２）弁製造・組立時の欠陥 

 ａ．弁蓋フランジの過度な締め付け 

弁蓋フランジの締め付け方法については、弁メーカーの製造工場において空気

インパクトレンチで規定のトルクで締め付けており、フランジ面に対して過大な

外力は加わっていない。 

   なお、弁箱の貫通き裂は、弁蓋フランジ部から弁箱の方向（縦方向）に入って

いることから、貫通き裂を引き起こした力は、弁箱を横に引き裂く方向に加わっ

ていることが分かる。また、フランジの締め付け方向に過大な力が加わったので

あれば、横方向にひびが入ると考えられることから、フランジの過度な締め付け

の可能性はないと考えられる。 

   

 ｂ．弁製造過程における欠陥 

 （ａ）当該弁は、日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）に基づく試験・検査※１を経

て出荷された製品であった。 

 （ｂ）日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）に基づく試験・検査は、製造ロット毎

に抜き取り形式で行われており、抜き取り対象となった弁については、その

試験および検査に合格していた。なお、当該弁がその試験および検査対象で

あったかは分からなかった。 

（ｃ）弁メーカーに製造欠陥が発生する割合について問い合わせを行ったところ、

当該弁のような鋳鉄製の弁において、貫通き裂が発生するような製造欠陥の

情報はなかった。 

（ｄ）当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）

から、当該弁に貫通き裂が発生していた箇所にひび割れらしき痕はないこと

から、弁製造過程における欠陥の可能性は考えられない。 

 
※１ 材料試験、外観検査、寸法検査、作動試験、圧力試験を行っている。 

 

 ｃ．巣の存在（鋳造欠陥） 

破面観察結果から、引け巣等の顕著な鋳造欠陥は確認されなかった。 
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（添付資料－９、１０、１１、１１－１） 

 

（３）現地据え付け時における破損 

ａ．当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）か                                   

ら、当該弁に貫通き裂が発生していた箇所にひび割れらしき痕はないこと、また、

当該弁周りに漏水がなかったことが確認されたため、現地据え付け時において貫

通き裂が発生していた可能性は考えられない。 

 ｂ．当該弁の弁蓋フランジ部ボルト穴の外側に確認された２箇所のひび割れにつ                                  

いては、当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮

影）からは確認できなかった。 

（添付資料－１１－１） 

 

（４）腐食 

 ａ．腐食減肉 

   当該弁の貫通き裂破面は、貫通き裂発生後に生じたと考えられる腐食生成物で

覆われていたものの、貫通き裂発生の原因となるような腐食減肉は認められなか

った。 

（添付資料－８、９、１０） 

 

（５）過大応力 

ａ．弁据え付け時の偏芯応力 

  Ａ５タンクとＡ６タンク間の連結配管は、可とう管（フレキシブルチューブ）

を使用しており、当該弁に過大な偏芯応力は加わらない。 

 

ｂ．運転・操作ミスによる過加圧 

当該弁は、平成２５年８月上旬に設置され、同年１１月１２日にＡ５タンクの

水張り試験、同年１１月１３日に当該弁を含む連結配管部の水張り試験を実施し

ているが、当該弁に加わった圧力は、タンクの水頭圧（水張り試験時におけるタ

ンク平均水位は約１０ｍ）のみであり、運転・操作ミスによって当該弁の最高許

容圧力（０．９８ＭＰａ）を超えるような圧力が加わることは考えられない。 

 

ｃ．凍結による体積膨張 

（ａ）破面観察結果からは、破損のメカニズムの特定に繋がる情報は得られなかっ

た。しかしながら、鋳造欠陥が見られないことや、割れの位置、方向、弁の

運用状況等を考慮すると、当該弁設置後に弁箱内部に過度な圧力が作用した

ことに起因する割れである可能性が高いと推定された。また、内圧の作用源

としては、弁箱内残留水の凍結による体積膨張の可能性が高いと推定された。 

（ｂ）弁メーカーに過去の類似事象について問い合わせを行ったところ、弁箱内の

密封室に溜まった流体が凍結により体積膨張し、その影響によって弁箱内部

に過大な応力が加わったことで、ひび割れが発生した事象が確認された。 

（ｃ）弁メーカーにおいて、当該弁と同型の弁を使用し、密封室内に空気が残らな

いように水を満たした後、弁を全閉として、雰囲気温度を－１０℃とした環

境に放置して再現試験を行ったところ、再現試験開始から約６時間２０分後

に、弁箱表面温度が約－５℃に到達した時点で、本事象において確認された
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貫通き裂の模様と酷似した割れが確認された。 

 

ｄ．外的衝撃による破損 

（ａ）当該弁の外観確認を行ったところ、据え付け時についたと推定される小さな

傷は確認されたものの、き裂発生に至るような打痕等は認められなかった。 

（添付資料－６、７、８、１０、１１、１１－２） 

 

９．凍結による弁破損の可能性について 

  原因調査結果から、弁箱内残留水の凍結による体積膨張の可能性が高いと推定さ

れたこと、また、弁メーカーから類似事象に関する情報および再現試験の結果から、

凍結により本事象と同様な貫通き裂が発生した経緯が確認されたことから、当該弁

が置かれた状況において、どのように弁箱内の密封室に水が流入し、密封された状

態で滞留したのか、また、弁体および連結配管に保温材が取り付けられていたにも

かかわらず、当該弁のみ凍結が発生したのか、運用面を考慮して弁破損の可能性を

検討した。 

 

（１）弁箱内密封室への水の流入と滞留について 

当該弁は「７．（１）当該弁の設置状況および使用履歴調査」で記載の通り、

Ａ５、Ａ６タンクの水張り試験を実施した以降、当該弁を「閉」とし、連結配管

内を水抜きした状態となっていた。このような手順で水張り、水抜きを実施する

と、ほぼ満水であったＡ５タンクの水頭圧がかかった状態で、Ａ５タンクからＡ

６タンクに水を移送した際に発生する水の流れにより、弁箱内密封室にろ過水が

流入し満水となり、弁を「閉」にした後、水が密封された状態で残留する可能性

があることが分かった。 

 

（２）同型弁の保管・運用状態について 

ａ．同型弁の保管・運用状態を確認したところ、当該弁以外に、弁箱内密封室が満

水になった状態で、連結配管の水抜きが行われている弁はなかった。 

  なお、平成２５年８月１９日に福島第一原子力発電所汚染水貯留設備ＲＯ濃縮

水貯槽からの漏えい事象（以下、「Ｈ４北エリアタンクからの漏えい事象」とい

う。）が発生している。 

本事象発生当時、フランジ型タンクと溶接型タンクの建設を並行して進めてお

り、フランジ型タンクにはＲＯ濃縮水を、溶接型タンクには多核種除去設備で処

理した水を貯蔵する運用としていた。 

Ｈ４北エリアタンクからの漏えい事象の発生を受け、放射能濃度の高いＲＯ濃

縮水は、漏えいリスクの低い溶接型タンクに可能な限り貯蔵し、多核種除去設備

で処理した水をフランジ型タンクに貯蔵する運用に変更した。当該弁を設置して

いたＧ４南エリアの各タンク（フランジ型タンク）は、この運用変更の前後で順

次受け入れ可能な状態となっており、隣接のＡ４タンクまではＲＯ濃縮水を貯蔵

していたが、Ａ５、Ａ６タンクはこの運用変更後に受け入れ可能な状態となった

ため、使用せずにいた。 

このため、当該弁は、他の同型弁とは異なる保管・運用状態となっていた。 

現在のタンク運用については、基本的に全てのタンクを順次使用しているため、

Ａ５、Ａ６タンクのように数ヶ月間も空の状態にしておくことはない。 
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ｂ．同型弁が設置されている汚染水タンクエリアについて調査したところ、発電所

構内の複数のエリアに設置されていることが確認された。また、その汚染水タン

クの設置が開始された時期（同型弁が設置された時期）を調査したところ、平成

２３年３月以降であることが確認された。このことから、同型弁は、設置以降に

最大で３回冬を越していることが分かった。なお、当該弁以外に、本事象のよう

な貫通き裂が発生した弁はなかった。 

 

（３）当該弁水張り以降の外気温について 

ａ．当該弁の水張り以降、当該弁に保温材を取り付けるまでの期間（１１月１２日

から１２月２７日）で凍結した可能性を検討するため、この期間の発電所構内に

おける外気温※２を調査した結果、氷点下となった日はあったものの、１時間（平

均）毎の観測記録から氷点下が継続していたのは、１２月２６日の３時間（２時

頃から４時頃）のみであった。その時の外気温は－０．６℃から－０．８℃であ

ったことから、保温材を取り付ける前に当該弁の密封室に残留したろ過水が凍結

した可能性は低いと推定した。 
 

※２ 観測地点：免震重要棟西側 

 

ｂ．当該弁に保温材を取り付けた以降の発電所構内における外気温を調査（期間：

平成２５年１２月２８日から平成２６年３月３１日）したところ、１日の最低気

温※３が氷点下となった日が、６１日あることを確認した。この６１日のうち、

－５℃以下を観測した日は、４日あることを確認した。このうち、２月５日２２

時頃から２月６日５時頃にかけては、１時間（平均）毎の外気温がほぼ－５℃以

下を推移しており、さらに、２月５日２３時頃と２月６日１時頃にかけては、－

６．６℃（調査期間における最低気温）を観測していた。このことから、弁箱内

の密封室の残留水が、外気温と同様の温度となれば、発電所構内の環境で凍結す

る可能性があることが分かった。 
 

 ※３ 毎分単位で観測される１日の最低温度 

 

（添付資料－１１－３） 

 

（４）保温材を取り付けていたにもかかわらず凍結した可能性について 

保温材を取り付けていたにもかかわらず、当該弁のみ凍結した可能性がある状

況から、他の同型弁との相違点を検討したところ、当該弁は、水張り試験後、当

該弁に接続している連結配管の水抜きが行われていた。また、当該弁は、Ａ５タ

ンクの直近に取り付けられており、外気に開放されているような状態となってい

たことから、密封室の残留水が、弁箱内部から冷却された可能性があることが分

かった。 

 

   以上のことから、当該弁は、特殊な運用条件のために密封室にろ過水が満水と

なった状態で残留し、その水が、水抜きされた配管を通じて弁箱内部から冷却さ

れたことにより凍結し、当該弁が破損した可能性が高いと推定した。 

 

１０．貫通き裂の発生メカニズム 

   これまでの原因調査結果から、貫通き裂は以下のメカニズムで発生したものと

推定した。 
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（１）当該弁の構造は、弁箱内に「密封室」と呼ばれる空間が存在し、弁箱内に流体

が内包された状態で弁体を「開」から「閉」にすると、密封室に流体が残留す

る構造となっていた。 

（２）当該弁を含む連結配管部の水張り試験後、Ａ５タンクに貯留したろ過水をＡ６

タンクに移送するため、当該弁およびＡ６タンク側の連結弁を「開」にした際、

ほぼ満水であったＡ５タンクの水頭圧がかかった状態で発生する水の流れに

より、当該弁の密封室にろ過水が流入し満水となった。その後、当該弁を「閉」

にしたことにより、密封室に水が密封された状態で残留した。 

（３）Ａ６タンク周りの水張り試験後、Ａ６タンク、およびＡ５タンクとＡ６タンク

間の連結配管の水抜きを行ったことから、当該弁の密封室は、Ａ５タンク内の

外気と弁箱内部で接触する状態となった。 

（４）平成２５年１２月下旬以降は、当該弁および連結配管に保温材を取り付けてい

たが、平成２６年３月下旬にかけて、発電所構内における外気温が氷点下とな

った日が６１日あり、特に２月５日２２時頃から２月６日５時頃にかけては、

外気温がほぼ－５℃以下を推移していた。 

（５）凍結防止対策として、当該弁および連結配管には保温材を取り付けていたもの

の、当該弁が接続されている連結配管は水抜きが行われており、当該弁内部（Ａ

５タンク側）は、Ａ５タンク内に開放されていたため、当該弁内部から密封室

が冷却され、密封室に残留したろ過水が凍結した。 

（６）凍結した水が体積膨張し、その影響によって弁箱内部の密封室に過大な応力が

加わったことにより、弁箱に貫通き裂が発生した。また、弁箱の弁蓋フランジ

部が外側に膨張したため、ボルト穴２箇所で、穴の外側にひび割れが発生した。 

 （添付資料－１２） 

 

１１．推定原因 

   これまでの調査結果から、本事象が発生した原因は、以下の通りであると推定

した。 

 

（１）Ａ６タンク周りの水張り試験後、連結配管内の水抜きをした際に、当該弁の密

封室にろ過水が満水となった状態で残留した。また、当該弁に接続している連

結配管の水抜きが行われ、弁がＡ５タンクの直近に取り付けられていたことか

ら、外気に開放されているような状態となっていた。 

（２）上記の状態で、外気温が低温（特に２月５日２２時頃から２月６日５時頃にか

けては、外気温がほぼ－５℃以下を推移）となった時間が継続したことにより、

保温材が取り付けられていたにもかかわらず、当該弁内部から密封室が冷却さ

れ、密封室内に残留したろ過水が凍結し、体積膨脹により貫通き裂が発生した

ものと推定した。 

 

１２．対策 

（１）貫通き裂が発生した当該弁の交換 

   貫通き裂が発生した当該弁について、平成２６年９月１３日に新品の同型弁へ

の交換を行った。 
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（２）密封室に残留する水の凍結防止処置 

   汚染水タンクおよび連結配管の水張り試験を行った後、連結配管の水抜きを行

う場合は、弁を「開」状態にして密封室の水抜きを行うことを、試験・施工要領

書に追記することを周知した。（平成２７年４月１７日 関係部門に周知※４） 
 

 ※４ 周知が必要な部門を再整理し、平成２７年５月１５日に追加で周知を行った。 

 

また、弁の構造上、密封室が存在するその他の弁についても対策されるよう、

廃止措置基本マニュアルおよび保守管理基本マニュアルの下位文書である「凍結

防止対策運用ガイド」（以下、「ガイド」という。）に、本事象の概要を反映した。

今後はガイドにより、毎年、水（ろ過水・汚染水等）を保有する設備、および過

去に保有していた設備を対象に、凍結防止対策実施フローに従って対策が必要な

設備を選定し、残水除去操作を実施することとした。（平成２７年４月１日 ガ

イド改訂完了） 

 

（添付資料－１３） 

 

１３．添付資料 

  添付資料－１    事象発生時の時系列 

添付資料－２    漏えい発生場所（当該弁配置図） 

添付資料－３    漏えい発生時の状況 

添付資料－４    漏えい量の算出 

添付資料－５    応急対策の状況 

添付資料－６    当該弁の設置状況および使用履歴調査結果 

添付資料－７    当該弁の設計図・仕様 

添付資料－８    外観確認結果 

添付資料－９    分解点検結果 

添付資料－１０   破面観察結果 

添付資料－１１   当該弁の貫通き裂に関する要因分析表 

添付資料－１１－１ 現地据え付け時の状態 

添付資料－１１－２ 再現試験結果 

添付資料－１１－３  発電所構内の外気温調査結果 

添付資料－１２   当該弁貫通き裂発生メカニズム 

添付資料－１３   対策の実施状況（密封室に残留する水の凍結防止処置） 

   
 



添付資料－１ 

１１ 

事象発生時の時系列 

 

平成２６年９月４日 

  １０：５６  モバイル型ストロンチウム除去装置の運転準備として、A４タンクか

ら A５タンクへ RO 濃縮水の移送を開始 

  １２：０４  A5 タンクと A６タンク間の連結弁の弁箱から、１秒に１滴程度で水 

が滴下していることを当社社員が確認 

１２：１５頃 漏えい箇所のビニール袋による養生が完了 

  １４：４３  仮設ポンプにより、A5 タンクから A4 タンクへの RO 濃縮水移送を

開始 

  １７：５０  仮設ポンプによる、A5 タンクから A4 タンクへの RO 濃縮水移送を

一旦停止         

  １８：０３  ひび割れらしき箇所およびフランジ部に接着剤を塗布し、漏えいが停

止したことを確認 

  

平成２６年９月４日～平成２６年９月６日 

当該堰内に溜まった水について、吸引車を使用し断続的に回収を行う

とともに、堰内床面の洗浄を実施 

   

平成２６年９月５日 

  １４：１６  仮設ポンプを大容量のものに取り替えた後、A５タンクから A４タン

クへのＲＯ濃縮水移送を再開 

  １７：００  A５タンク水位が当該弁の位置より低い水位となったことを確認        

  １８：１０  仮設ポンプによる、A5 タンクから A4 タンクへの RO 濃縮水移送を

停止 

 

平成２６年 ９月１３日   

         当該弁を取り外し、新品の同型弁に取替え 

 

平成２６年 ９月１７日 

  １３：３０  取り外した当該弁内部の目視確認を開始 

  １７：４０  東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核

燃料物質の防護に関する規則第１８条第３号「発電用原子炉設置者が、

発電用原子炉施設のうち実施計画に定められたものの点検を行った場

合において、発電用原子炉施設の安全を確保するために必要な機能を

有していないと認められたとき。」に該当すると判断 

 



添付資料－２ 

１２ 

 

漏えい発生場所（当該弁配置図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

G4-A5

G4-A6 

当該弁 

G4-A1
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G4-B1

G4-B2
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G4-B4
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G4-A6

G4-B5

G4-C6

G4-C4

G4-C3

G4-C2

G4-A3

G4-A4

G4-B3

タンクエリア周辺図 

G4 南エリア 詳細図 

G4 南エリア 

１号機 ２号機 ３号機 ４号機

連結配管 

当該弁配置図 

漏えい発生箇所 



 

添付資料－３ 

１３ 

A６タンクA5タンクA１タンク
A２タンク
A３タンク

A４タンク

モバイル型
ストロンチウム除去装置

 

漏えい発生時の状況 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

当該弁より漏えいが発生した時の状態 

平成２６年９月４日撮影 平成２６年９月４日撮影

当該弁

漏えい発見時の写真 

A６タンクA5タンクA１タンク
A２タンク
A３タンク

A４タンク

モバイル型
ストロンチウム除去装置

RO 濃縮水 Ａ５タンクへ移送前の状態 

拡大写真 

Ａ４タンクとＡ５タンク間の連結弁を「開」にしたところ、
当該弁より１秒に１滴程度の漏えいが発生 



添付資料－４ 

１４ 

 

漏えい量の算出 

 

 

 

 

（１）漏えい時間 

Ａ４タンクからＡ５タンクへＲＯ濃縮水移送を開始した直後の平成２６年９月４日１

１時００分頃※から、漏えい箇所のビニール袋による養生が完了した同日１２時１５分

頃までの約７５分間と評価した。 

 

※当該弁のひび割れ箇所の高さは、タンク底部より約５００ｍｍであり、移送開始した直後に漏えいが発生した

とは考えられないが、Ａ５タンク水位が当該弁のひび割れらしきものの高さまで到達したと考えられる時刻が

明確に分からないため、平成２６年９月４日１１時００分頃に漏えいが発生したものと推定 

（RO 濃縮水の移送開始後、タンク底部から漏えい発生箇所まで水位が上昇する時間を保守的に評価） 

 

 

（２）漏えい速度 

１秒に１滴程度＝１分あたり約１５ｃｃと推定 

 

 

（３）漏えい量 

漏えい時間（約７５分間）と漏えい速度（１分あたり約１５ｃｃ）から、漏えい量を 

約１リットルと推定した。 

 

７５分×１５ｃｃ＝１１２５ｃｃ 

            ≒約１リットル 
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１５ 

 

応急対策の状況 

 

 

（１）仮設ポンプによる RO 濃縮水の移送 

（平成２６年９月４日～平成２６年９月５日実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）当該弁への接着剤塗布 

   （平成２６年９月４日実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A６タンクA5 タンクA3 タンク 
 

A４タンク

P

当該弁 

接着剤塗布前の写真 

（当該弁下部のビニール袋は応急対策で養生したもの） 

接着剤塗布後の写真

（ひび割れ箇所およびフランジ部に接着剤を塗布） 

平成２６年９月４日撮影 

仮設ポンプにより、A5 タンクから

A4 タンクへ RO 濃縮水を移送 

仮設ポンプによる移送状況図 

平成２６年９月４日撮影 

Ａ４タンクとＡ５タンク間の

連結弁を「閉」 

養生したビニール袋 

塗布した接着剤

A１タンク 
A２タンク 
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１６ 

 

（３）堰内水の回収及び洗浄 

（平成２６年９月４日～平成２６年９月６日実施） 
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G4-B5

G 4-C6

G 4-C4

G 4-C3
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漏えい発生箇所 

堰内に溜まった水の回収および洗浄範囲

連結配管 

Ｇ４南エリア当該堰図
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１７ 

 

当該弁の設置状況および使用履歴調査結果 

 

   当該弁にひび割れらしきものが確認されたことから、当該弁の設置状況および使用

履歴について調査を行った。 

 

 （１）平成２５年８月上旬に当該弁（新品）を設置した。 

（２）平成２５年１１月１２日にＡ５タンクの水張り試験（ろ過水を使用）、同年１１

月１３日に当該弁を含む連結配管部の水張り試験を行い、当該弁に漏えい等の異常

がないことを確認した。 

なお、水張り試験時、当該弁は「開」の状態であった。（図－１参照） 

 

 

 

（３）当該弁を含む連結配管部の水張り試験完了後、Ａ６タンク周りの水張り試験の

ためＡ５タンクの水張り試験に使用したろ過水を、以下の手順にてＡ６タンクに

移送した。 

   ①Ａ６タンク側連結弁を「開」（タンク水頭圧による移送開始）（図－２参照） 

   ②タンク水頭圧による移送終了後、当該弁を「閉」（図－３参照） 

   ③仮設ポンプにより移送実施（図－３参照） 

 

 

 

 

 

 
Ａ５タンク Ａ６タンク 

 当該弁 A6タンク側

連結弁 

 Ａ６タンク 

当該弁 

Ａ５タンク 

A6タンク側

連結弁 

水張り試験範囲

①閉→開 

図－１．当該弁を含む連結配管部水張り試験時の状態（11 月 13 日） 

図－２．A5 タンク水頭圧による移送状態

＜弁状態＞ 

：開 

：閉 
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（４）Ａ６タンク周りについても、ろ過水を使用した水張り試験を行い、その後、Ａ６

タンクおよびＡ５タンクとＡ６タンク間の連結配管の水抜きを行った。水抜きはＡ

６タンク側の連結弁を「開」状態で実施した。その際も、当該弁は「閉」の状態で

あった。（図－４参照） 

   Ａ６タンクの仮設ポンプによる水抜き終了後、Ａ６タンク側連結弁を「閉」とし

た。（図－５参照） 

 

 

 

 

 

 
Ａ５タンク Ａ６タンク 

当該弁 

 

A6タンク側

連結弁 

 Ａ５タンク Ａ６タンク 

②開→閉 

P 

当該弁 

A6タンク側

連結弁 

③仮設ポンプによる移送 

 
Ａ５タンク 

Ａ６タンク 

水抜き後「閉」 

 

A6タンク側

連結弁 当該弁 

 

図―５．A6 タンク水抜き後の状態 

図－３．当該弁「閉」および仮設ポンプによる移送状態 

図－４．A6 タンクおよび連結配管部水抜き時の状態 

閉状態 開状態 

水抜き



添付資料－６（３／３） 

１９ 

 

（５）Ａ５タンクからＡ６タンクへろ過水の移送が完了した以降、本事象が発生するま

での間、当該弁の操作を行った記録はなかった。 

 

（６）平成２５年１２月下旬（平成２５年１２月２４日から同年１２月２７日の間）に、

当該弁および連結配管に保温材を取り付けた。（図－６参照） 

 

 

 

（７）平成２６年１月７日、Ａ５タンクについて、ＲＯ濃縮水を受け入れ可能な状態とし

た。ただし、ＲＯ濃縮水は受け入れず、空の状態としていた。 

 

 
Ａ５タンク 

Ａ６タンク 

A6タンク側

連結弁 当該弁 

：保温材

図―６．当該弁および連結配管保温材取り付け範囲
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当該弁の設計図・仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 弁箱 

② 弁蓋 

③ 弁体 

④ 弁棒 

⑤ 
ボデーキャビティ 

（密封室） 

当該弁の仕様 

製品規格 ＪＩＳ Ｂ ２０３１ねずみ鋳鉄弁 

製品種類 ＪＩＳ１０Ｋ フランジ形外ねじ式仕切弁 

最高許容圧力 ０．９８ＭPａ 

弁箱水圧試験圧力 ２．０６ＭPａ 

弁呼び径 ２００ｍｍ 

Ａ５タンク側 

当該弁 

Ａ６タンク側

連結配管 
可とう管（フレキシブルチューブ）

（２）弁構造図 

①

②

③

④

⑤

（１）外形図 

（３）弁仕様 
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外観確認結果 

 

平成２６年９月４日撮影 

ひび割れ 

ひび模様 

（A5 タンク側） 

ひび模様 

（A6 タンク側） 
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分解点検結果 

 

（１）貫通き裂の状況（平成２６年９月１７日分解点検実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該弁箱上部 

当該弁箱内面 

当該弁箱正面 

平成２６年９月１７日撮影 

約１０ｃｍ 

① 

① 

：貫通き裂 
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（２）ひび割れの状況（平成２６年１０月２日分解点検実施） 

 

当該弁箱上部 

平成２６年１０月２日撮影 

② 

③ 

：ひび割れ 

② 

③ 

ひび割れは、弁箱の内面になし 
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破面観察結果 

 

（１）破面の概観（平成 26 年９月２５日） 

 ・き裂は弁箱の板厚を貫通しており、き裂の長さは最深部で弁箱フランジ面より約１２

ｃｍであった。 

 ・引け巣等の顕著な鋳造欠陥は確認されなかった。  

・破面の大部分は腐食生成物に覆われていた。 

・一部の破面は著しい腐食により、破損のメカニズムを示唆するような破面様相の観察

が困難となっていた。 

・破面は巨視的には平坦であり、分岐等は確認されなかった。 

 ・破面には、破壊の起点や進行方向等を示唆する筋模様や段差等は確認されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）マクロ破面観察（平成 26 年９月２５日） 

 ・破面上で一部腐食が生じていなかった部位（Ｂ）については、強制破断部（Ａ）と同

様な破面様相が確認された。 

・腐食の程度が他と比較して顕著でない部分（Ｃ）についても酸洗後、破面観察したと

ころ、強制破断部（Ａ）と破面様相が類似していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）考察 

破面の概観およびマクロ破面観察を実施したが，破損原因の特定に繋がる情報は得ら

れなかった。なお、鋳鋼品の場合，破壊のメカニズムによらず同様な破面様相を呈する

ことが知られており，電子顕微鏡等を用いた詳細観察を実施しても，新たな知見を得ら

れる可能性は低いと判断した。  

強制破断部

約12cm

腐食が著しい部位

比較的腐食が
著しくない部位

強制破断部

（破面開放直後） （酸洗後） 

（酸洗後） （破面開放直後） 
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事象 確認方法 確認結果 判定 添付番号

①破面観察結果からは、破損のメカニズムの特定に繋がる情報は得られなかった。しかしながら、鋳造欠陥が見られないことや、割れの
位置、方向、弁の運用状況等を考慮すると、当該弁設置後に弁箱内部に過度な圧力が作用したことに起因する割れである可能性が高いと
推定された。
また、内圧の作用源としては、弁箱内残留水の凍結による体積膨張の可能性が高いと推定された。

②弁メーカーに過去の類似事象について問い合わせを行ったところ、弁箱内の密封室に溜まった流体が凍結により体積膨張し、その影響
によって弁箱内部に過大な応力が加わったことで、ひび割れが発生した事象が確認された。さらに、弁メーカーにおいて、当該弁と同型
の弁を使用し、密封室内に空気が残らないように水を満たした後、弁を全閉として、雰囲気温度を－１０℃とした環境に放置して再現試
験を行ったところ、再現試験開始から約６時間２０分後に、弁箱表面温度が約－５℃に到達した時点で、本事象において確認された貫通
き裂の模様と酷似した割れが確認された。

③当該弁の水張り以降、当該弁に保温材を取り付けるまでの期間（１１月１２日から１２月２７日）で凍結した可能性を検討するため、

この期間の発電所構内における外気温
※２

を調査した結果、氷点下となった日はあったものの、１時間（平均）毎の観測記録から氷点下
が継続していたのは、１２月２６日の３時間（２時頃から４時頃）のみであった。その時の外気温は－０．６℃から－０．８℃であった
ことから、保温材を取り付ける前に当該弁の密封室に残留したろ過水が凍結した可能性は低いと推定した。
　さらに、当該弁に保温材を取り付けた以降の発電所構内における外気温を調査（期間：平成２５年１２月２８日から平成２６年３月３

１日）したところ、１日の最低気温
※３

が氷点下となった日が、６１日あることを確認した。この６１日のうち、－５℃以下を観測した
日は、４日あることを確認した。このうち、２月５日２２時頃から２月６日５時頃にかけては、１時間（平均）毎の外気温がほぼ－５℃
以下を推移しており、さらに、２月５日２３時頃と２月６日１時頃にかけては、－６．６℃（調査期間における最低気温）を観測してい
た。このことから、弁箱内の密封室の残留水が、外気温と同様の温度となれば、発電所構内の環境で凍結する可能性があることが分かっ
た。

④保温材は平成２５年１２月２４日から同年１２月２７日の間で取り付けた。保温材を取り付けていたのにもかかわらず、当該弁のみ凍
結した可能性がある状況から、他の同型弁との相違点を検討したところ、当該弁は、水張り試験後、当該弁に接続している連結配管の水
抜きが行われていた。また、当該弁は、Ａ５タンクの直近に取り付けられており、外気に開放されているような状態となっていたことか
ら、密封室の残留水が、弁箱内部から冷却された可能性があることが分かった。

※２　観測地点：免震重要棟西側
※３　毎分単位で観測される１日の最低温度

　

凍結による体積膨張

①破面観察
②弁メーカーに過去の類似事象の有無について確認
③当該弁水張り以降の発電所構内外気温の確認
④弁保温材の有効性確認

△
添付資料－10　    破面観察結果
添付資料－11-2　再現試験結果
添付資料－11-3　発電所構内の外気温調査結果

添付資料－8　外観確認結果外的衝撃による破損 ①外観確認
①当該弁の外観確認を行ったところ、据え付け時についたと推定される小さな傷は確認されたものの、き裂発生に至るような打痕等は認
められなかった。

×

運転・操作ミスによる過加圧 ①当該弁使用履歴の確認
①当該弁は平成25年8月上旬に設置され、同年11月12日にA5タンクの水張り試験、同年11月13日に当該弁を含む連結配管部の水張
り試験を実施しているが、当該弁に加わった圧力はタンクの水頭圧（水張り試験時のタンク平均水位は約10m）のみであり、運転・操
作ミスによって当該弁の最高許容圧力（0.98MPa）を超えるような圧力が加わることは考えられない。

×
添付資料－6　        当該弁の設置状況および使用履歴調
査結果
添付資料－11－1　現地据え付け時の状態

添付資料－8　  外観確認結果
添付資料－9　  分解点検結果
添付資料－10　破面観察結果

過大応力 弁据え付け時の偏芯応力 ①当該弁、連結配管の設置状態の確認
①Ａ５タンクとＡ６タンク間の連結配管は、可とう管（フレキシブルチューブ）を使用しており、当該弁に過大な偏芯応力は加わらな
い。

× 添付資料－7　当該弁の設計図・仕様

腐食 腐食減肉 ①外観確認、分解点検、破面観察
①当該弁の貫通き裂破面は、貫通き裂発生後に生じたと考えられる腐食生成物で覆われていたものの、貫通き裂発生の原因となるような
腐食減肉は認められなかった。

×

①工事施工記録（試験記録）の確認

①当該弁を含む連結配管水張り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）から、当該弁に貫通き裂が発生していた箇所にひび割れら
しき痕はないこと、また当該弁周りに漏水がなかったことが確認されたため、現地据え付け時において貫通き裂が発生していた可能性は
考えられない。なお、当該弁の弁蓋フランジ部ボルト穴の外側に確認された２箇所のひび割れについては、当該弁を含む連結配管水張り
試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）からは確認できなかった。

× 添付資料－11－1　現地据え付け時の状態

巣の存在（鋳造欠陥） ①破面観察 ①破面観察結果から、引け巣等の顕著な鋳造欠陥は確認されなかった。 ×

弁製造過程における欠陥
①弁試験記録の確認
②製造欠陥に関して弁メーカーへ聞き取り調査

①当該弁は、日本工業規格（ＪＩＳ Ｂ ２０３１）に基づく試験および検査
※１

を経て出荷された製品であった。日本工業規格（ＪＩＳ
Ｂ ２０３１）に基づく試験および検査は、製造ロット毎に抜き取り形式で行われており、抜き取り対象となった弁については、その試
験および検査に合格していた。なお、当該弁がその試験および検査対象であったかは分からなかった。また、当該弁を含む連結配管水張
り試験時の写真（平成２５年１１月１３日撮影）から、当該弁に貫通き裂が発生していた箇所にひび割れらしき痕はないことから、弁製
造過程における欠陥の可能性は考えられない。

②弁メーカーに製造欠陥が発生する割合について問い合わせを行ったところ、当該弁のような鋳鉄製の弁において、貫通き裂が発生する
ような製造欠陥の情報はなかった。

※１　材料試験、外観検査、寸法検査、作動試験、圧力試験を行っている。

× 添付資料－11－1　現地据え付け時の状態

添付資料－10　破面観察結果

弁製造・組立時
の欠陥

弁蓋フランジの過度な締め付
け

①締め付けトルクの確認

①弁蓋フランジの締め付け方法については、弁メーカーの製造工場において、空気インパクトレンチで規定のトルクで締め付けており、
フランジ面に対して過大な外力は加わっていない。なお、弁箱の貫通き裂は、弁蓋フランジ部から弁箱の方向（縦方向）に入っているこ
とから、貫通き裂を引き起こした力は、弁箱を横に引き裂く方向に加わっていることがわかる。また、フランジの締め付け方向に過大な
力が加わったのであれば、横方向にひびが入ると考えられることから、フランジの過度な締め付けの可能性はないと考えられる。

× 添付資料－9　分解点検結果

現地据え付け時
における破損

当該弁の貫通き裂に関する要因分析表

要因

当該弁の貫通き裂
弁選定ミス

①弁仕様の確認

①当該弁の最高許容圧力はＡ５タンクを満水にした場合の水頭圧を上回っており、当該弁を選定するにあたり、弁仕様は適切であった。
　 ・弁最高許容圧力：0.98MPa（JIS10K）
　 ・弁箱水圧試験圧力：2.06MPa
　 ・満水時のタンク水頭圧：約0.1MPa

× 添付資料－7　  当該弁の設計図・弁仕様

２５
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現地据え付け時の状態 

 

 

 

当該弁水張り試験時の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該弁拡大写真 

平成２５年１１月１３日撮影 

当該弁拡大写真 

平成２５年１１月１３日撮影 

当該弁 

Ａ６タンク側Ａ５タンク側 
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再現試験結果 

 

  当該弁の貫通き裂が発生した要因として、弁箱内残留水の凍結による体積膨張の可能

性が高いと推定されたことから、弁メーカーにおいて再現試験を実施した。 

 

１．試験方法  

（１）当該弁と同型の弁（以下、「試験対象弁」という。）を使用し、弁箱内密封室に

空気が残らないように水を満たした後、弁を「閉」にする。 

（２）恒温恒湿室の雰囲気温度を－１０℃とし、その状態を保持する。 

 （３）試験対象弁に凍結による割れが発生するか確認する。 

 

２．試験結果 

 （１）試験開始後、約６時間２０分後に試験対象弁の表面温度が約－５℃に到達し時点

で、試験対象弁に割れが確認された。 

       （図―１参照） 

（２）その割れは、弁箱および弁蓋フランジ締め付けボルト周辺の計６箇所（弁箱４箇

所、弁蓋２箇所）に確認された。そのうち、弁箱に発生した２箇所の割れは今回

確認された当該弁の貫通き裂模様と酷似していた。 

                        （図―２参照） 

 

             図－１．再現試験温度記録 

                      （供試品を試験対象弁と読み替える） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
弁メーカー提供資料 
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図－２．試験対象弁割れ写真 

 

 

 

②部の写真 

当該弁の貫通き裂と酷似 

① 
② 

⑤

④
③

⑥

①～⑥の６箇所に割れを確認

写真：弁メーカー提供資料 
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発電所構内の外気温調査結果 

 

１．調査内容 

当該弁の貫通き裂が発生した原因が、凍結による体積膨張の可能性が高いと推定し 

  たことから、以下の期間について発電所構内の外気温※1 を調査した。 

 

（１）当該弁の水張り以降、当該弁に保温材を取り付けるまでの期間 

（期間：平成２５年１１月１２日～同年１２月２７日） 

（２）当該弁に保温材を取り付けた以降、年度末までの期間 

（期間：平成２５年１２月２８日～平成２６年３月３１日） 

※１免震重要棟西側に設置した気象観測装置で観測した温度 

 

 ２．調査結果 

（１）当該弁の水張り以降、当該弁に保温材を取り付けるまでの期間の外気温について 

・この期間において、氷点下を観測した日は９日あった。 

・氷点下を観測した９日のうち、１日の最低気温※２が最も低かった日は１２月２５日

の－１．９℃であったが、１時間（平均）毎の観測記録からは氷点下を継続しなか

った。 

・１時間（平均）毎の観測記録から氷点下を継続した日は、１２月２６日の３時間（２

時頃～４時頃）のみであった。その時の外気温は－０．６℃から－０．８℃であっ

た。 

※２ 毎分単位で観測される最低温度 

 

（２）当該弁に保温材を取り付けた以降、年度末までの期間の外気温について 

・この期間（９４日間）において、１日の最低気温が氷点下を観測した日は、６１日

あった。 

・１日の最低気温が氷点下となった６１日のうち、－５℃以下を観測した日は、４日※ 

３あった。２月５日２３時頃と２月６日１時頃には、この期間の最低温度である－ 

６．６℃を観測していた。                   （図－１参照） 

・このうち、特に２月５日の２２時頃から２月６日の５時頃にかけては、１時間（平

均）毎の観測記録から外気温がほぼ－５℃以下を推移していた。 

（図－２参照） 

・１日の最低気温が－５℃以下を観測した日の１月１４日と２月２２日は、１時間（平

均）毎の観測記録から－５℃以下を１時間以上継続しなかった。 

※３ １月１４日（－５．２℃）、２月５日（－６．６℃）、２月６日（－６．６℃）、２月２２日（－５．０℃） 
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　図－２　　２月５日、２月６日にかけての１時間（平均）毎の外気温
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図－１　福島第一原子力発電所　平成２５年１１月～平成２６年３月　 最低気温
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３．評価 

調査結果から、当該弁の保温材を取り付けるまでの期間については、氷点下となっ

た日はあったものの、氷点下を継続した時間およびその時の外気温を考慮すると、保

温材取り付け前に、当該弁の密封室に残留したろ過水が凍結した可能性は低いと推定

される。 

また、当該弁に保温材を取り付けた後の期間については、外気温がほぼ－５℃以下

を継続して観測した日があったことから、当該弁の密封室に残留したろ過水が、外気

温と同様の温度になれば、発電所構内の環境で凍結に至る可能性があると評価した。 
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当該弁貫通き裂発生メカニズム 

 

   これまでの原因調査結果から、貫通き裂は以下のメカニズムで発生したものと推定

した。 

 

１．当該弁の構造は、弁箱内に「密封室」と呼ばれる空間が存在し、弁箱内に流体が内

包された状態で弁体を「開」から「閉」にすると、密封室に流体が残留する構造とな

っていた。（図－１参照） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．当該弁を含む連結配管部の水張り試験後、Ａ５タンクに貯留したろ過水をＡ６タン  

クに移送するため、当該弁およびＡ６タンク側の連結弁を「開」にした際、ほぼ満水

であったＡ５タンクの水頭圧がかかった状態で発生する水の流れにより、当該弁の密

封室にろ過水が流入し満水となった。その後、当該弁を「閉」にしたことにより、密

封室に水が密封された状態で残留した。（図－２、３参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 Ａ６タンク 

当該弁 

Ａ５タンク 

A6タンク側
連結弁 

閉→開 

 

＜弁状態＞ 

：開 

：閉 

左記の状態から弁

を「閉」にした状態
弁「開」で、弁箱内に

流体が内包された状態 

密封室 

左記の状態から配管

内の水を抜いた状態 

密封室に 

流体が残留 

図－２．A5 タンク水頭圧による移送状態

図－１．弁構造（イメージ図） 
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３．Ａ６タンク周りの水張り試験後、Ａ６タンクおよびＡ５タンクとＡ６タンク間の連

結配管の水抜きを行ったことから、当該弁の密封室は、Ａ５タンク内の外気と弁箱内

部で接触する状態となった。（図－４、５参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ５タンク 

Ａ６タンク 

当該弁 

 

A6タンク側

連結弁 
密封室 

図－３．当該弁密封室へのろ過水流入イメージ

：空気の流れ 

：水の流れ 

密封室に溜まっていた

空気は、A5 タンクの水

頭圧による水の流れに

より A6 タンク側へ押し

出され、密封室はろ過水

で満たされた状態とな

った。 

①ろ過水移送前 ②ろ過水移送中 

A5 タンクの空気抜き管から

外気と密封室が接触し、内部よ

り冷却されやすい状態となっ

た。このため当該弁外側に取り

付けていた保温材は有効に機

能しなかった。 

 

A6 タンク側は、A6 タン

ク側連結弁が閉状態のた

め、外気と直接接触しな

かった。 

図―５．連結配管水抜き後の密封室の状態（イメージ図） 

：流体 

：保温材 

 

当該弁を「閉」にした
ことにより、密封室に
水が密封された状態
で残留した。 

③弁「閉」 

密封室 密封室にろ過水

が残留 

図－４．A6 タンク水抜き後の状態 

冷却
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４．平成２５年１２月下旬以降は、当該弁および連結配管に保温材を取り付けていたが、

平成２６年３月下旬にかけて、発電所構内における外気温が氷点下となった日が６１

日あり、特に２月５日２２時頃から２月６日５時頃にかけては、外気温がほぼ－５℃

以下を推移していた。 

 

５．凍結防止対策として、当該弁および連結配管には保温材を取り付けていたものの、

当該弁が接続されている連結配管は水抜きが行われており、当該弁内部（Ａ５タンク

側）は、Ａ５タンク内に開放されていたため、当該弁内部から密封室が冷却され、密

封室に残留したろ過水が凍結した。 

 

６．凍結した水が体積膨張し、その影響によって弁箱内部の密封室に過大な応力が加わ

ったことにより弁箱に貫通き裂が発生した。また、弁箱の弁蓋フランジ部が外側に膨

張したため、ボルト穴２箇所で、穴の外側にひび割れが発生した。（図－６参照） 

 

 

 

 

 

 Ａ５タンク Ａ６タンク 

当該弁 

 

体積膨張による過大応力で

貫通き裂が発生 

A6タンク側

連結弁 

図―６．貫通き裂発生時の状態 
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対策の実施状況（密封室に残留する水の凍結防止処置） 

 

 

当該弁貫通き裂事象に鑑み、弁の構造上、密封室が存在するその他の弁についても対策

されるよう、廃止措置基本マニュアルおよび保守管理基本マニュアルの下位文書である「凍

結防止対策運用ガイド」（以下、「ガイド」という。）に、本事象の概要を反映した。今

後はガイドにより、毎年、水（ろ過水・汚染水等）を保有する設備、および過去に保有し

ていた設備を対象に、凍結防止対策実施フローに従って対策が必要な設備を選定し、残水

除去操作を実施することとした。（平成２７年４月１日ガイド改訂完了） 

 

 

図－１．凍結防止対策実施フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ：本事象の対策として、ガイドに反映した箇所 

             （朱書き部分を追記） 

【対象】設備全般※１

（配管、ホース、弁、計器類、ポンプ等）

対策要対策不要

Yes

No

Yes

No

No

Yes

水を保有する小口径配管※３や
狭隘な箇所※４があるか

外気との隔離が十分か※５

対策不要

No

Yes

No

※７：・破損状況により判断

・対策の見直しは※６を参照

※１:
・水（ろ過水・汚染水等）を保有する（していた注）設備
注：過去に耐圧試験等で一時的に水張した設備も含む

【対象外】
・内部容積の大きい容器類（付属設備は対象）
・震災以前に設置された設備で，震災以前と運用方法
（内部流体の温度，流量，流路など）や周囲環境（遮風

状況など）に変更がなく，過去に凍結した実績がないもの

Yes

※３：25A未満の配管

※４：ポンプ・弁・計装設備内等

循環運転等で常時
流路形成しているか

対策不要

凍結防止対策※６

実施済か

No
凍結防止対策内容の手直し

（保温の破損・対策の見直し等）
があるか

対策要※７

循環運転等の停止が検知
できる状態※２になっているか

Yes

No

※５：例)遮風機能を復旧した建屋に

設置された設備
→「Yes」へ

※２：例)・中操・Webカメラでの監視
が可能

・停止に伴い警報が発生する
→「Yes」へ

※６：凍結防止対策内容（例）
（１）保温材の設置（対象：配管 等）
（２）埋設化（対象：配管 等）
（３）ヒータ等による加温（対象：計測設備 等）

※凍結の可能性のある流体・環境下の計器には，必ずヒータ等による
加温を実施する。

（４）仮設ハウスの設置（対象：ポンプ等大型設備 等）
（５）水抜きの実施（対象：冬季未使用設備 等）

※対策として水抜きを実施する場合は残水が残らないようにする。

→「凍結防止対策留意事項」を参考にし，
対策実施状況に不備がないかチェックする
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図－２．凍結防止対策留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：本事象の対策として、ガイドに反映した箇所 

   （朱書き部分を追記） 

 

No. 留意事項 方法 経験・知見 対応箇所

①
凍結防止を考慮した作業手順が
定められているか確認する

対象設備に係わる
工事の作業手順書
の確認

【経験】配管関係の作業実施のため保温材を取外したが，
　　　　 作業終了後復旧し忘れたため凍結した。
【経験】SFP循環冷却二次系にて，必要以上の台数のエア
　　　　 フィンクーラを運転したため凍結した。

設備所管箇所実施

②

凍結の可能性のある流体・環境
下の計器には，保温材取付のみ
ではなく，必ずヒータ等による加
温を実施する

保温材の敷設と
ヒータの設置，また
は設置場所の暖房

【経験】計器本体及び計装配管に保温材と雨風避けカ
　　　　 バーを設置していたが，ヒータを設置していなかっ
　　　　 たため計器内の滞留水が凍結・膨張し破損した。

設備所管箇所実施

③ 上水道配管にも対策を実施する
保温材の敷設
ヒータの設置

【経験】浄水場浄化装置の配管が凍結し，１Ｆ構内各所が
　　　　 断水した（プラント設備ではないが，作業者への影
　　　　 響が大きかった）。

設備所管箇所実施

④

系統の水抜きを実施する場合，
系統内の弁・ポンプ内に流体が
残留する可能性がある構造か確
認する
流体が残留する可能性がある場
合は予め対象をピックアップし，
系統の水抜き後に除去操作を実
施する

弁・ポンプ内部水抜
き

【経験】系統の水抜きを実施したが，弁のヘッダ・密封室
　　　　 部，及びポンプケーシング部に流体が残留する
　　　　 ことに気づかず，残留した流体が凍結・膨張し
　　　　 設備が破損した。
【知見】系統の水抜き後は弁及びポンプ内部に流体が
　　　　 残留することを想定し，残水除去操作（設備の
　　　　 分解・弁の開閉・ポンプ本体からの水抜き）を
　　　　 実施する。

 設備所管箇所実施
 設備運転箇所補佐
 ○水抜きを設備運転箇
　  所へ依頼する場合
　  は，設備所管箇所は
　　留意事項を考慮した
　　適切な実施方法を
　  伝える

⑤
他の作業の影響により凍結防止
対策が解除されていないか確認
する

対象設備に係わる
干渉工事の確認

【経験】通常ルールとして「開」運用となっていた弁が，他
　　　　 工事の影響で「閉」運用に変更され，水が滞留して
　　　　 しまい凍結・膨張し破損した。
【知見】凍結防止対策実施設備であることを自Ｇr内で確実
　　　　 に情報共有する。また，他Ｇrに対しても念のため凍
　　　　 結防止対策設備であることを周知する。

 設備所管箇所実施
 作業実施箇所補佐
 ○作業実施箇所は他Gr
　　所管設備に対し作業
　　を実施する場合は設
　　備所管箇所へ連絡す
　　る

⑥
「新設設備」及び「以前と運用方
法が変わった設備」への対策状
況を確認する

パトロール時に状
況確認

【知見】設置後初めて冬季を迎える設備について対策を
　　　　 実施しているか確認する。
【知見】以前と運用方法が変わった設備については現状
　　　　 の対策で適切か確認する。

設備所管箇所実施

⑦
対策箇所を抽出する際はP&ID等
正式な図面を用いて実施する

P&IDを用いて対策
箇所を確認する

【経験】凍結防止対策抽出に使用していた図が主要なライ
　　　　 ンのみを記載した概要図だったため，対策漏れが
　　　　 発生し凍結した。

設備所管箇所実施

⑧
凍結防止対策として循環運転し
ている設備は万一停止した場合
の体制を確立しておく

設備所管・運転箇
所の連絡・復旧体
制の確認

【経験】凍結防止対策として循環運転をしていたが，不具
　　　　 合により停止し，配管内の滞留水が凍結・膨張し
　　　　 破損した。
【知見】不具合により循環運転が停止しても早急に対応が
　　　　 できるよう連絡・復旧体制を確認する。

 設備所管箇所実施
 設備運転箇所補佐
 ○設備所管箇所は循環運
　　転にて凍結防止対策を
　　実施している場合は，循
　　環運転停止時の連絡体
　　制などを設備運転箇所
　　へ周知しておく


